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　経済成長過程において人的資本蓄積

されているし，理論的にもＬucas（19

れらの研究で，しばしば指摘されるの

う点である。多くの研究は，人的資本

し，これが成長の原動力にもなるし，

る。

　また，最近になって，様々な財の消

注目されはじめている。もちろん，こ

はない。例えばほとんどのミクロ経済

が含まれている。しかし，動学的なモ

たといえる。経済成長論の文脈で，

Ｊeanne（1995and1997a）やＲuscher

の主体と比較しての相対的な人的・

（status preference：社会的地位選好

うな効果を持つのかを分析しているの

のもつ外部効果を取り上げた文献を展望

　第Ⅱ節では，先ずＬucas等の生産サ

する。ここでは，生産技術を特定化す

の存在が，経済の持続的成長を可能に

の外部効果を扱った研究について概観

Ｊeanne（1995and1997a）やＲusc

status preferenceを考慮に入れた成長

長率の関係を分析している。これらの

する。

　第Ⅱ節で取り上げた流れに属する研

未だあまり分析されていない点が残さ

質性を仮定しており，所得分配・資産
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が大きな役割を果たすことは，実証的にも広く確認

88）をはじめとして様々な研究で強調されている。こ

は，人的資本蓄積には外部効果が存在しているとい

蓄積は生産に対して正の外部効果をもつことを強調

同時に成長の罠の原因にもなりうることを示してい

費や資産蓄積が選好に対して持つ外部効果の役割が

れらの外部効果は，経済学で無視されてきたわけで

学のテキストには，ヴェブレン効果についての議論

デルでの分析はこれまでほとんどなされてこなかっ

この問題を正面から取り上げたのがＣorneo and

（1997）の研究である。彼らは，個々の経済主体が他

物的資本保有量から効用を得るような場合を考察し

），社会的地位選好の存在が経済成長に対してどのよ

である。本稿では，これら二つの観点から資本蓄積

する。

イドの外部効果に焦点を合わせた研究を簡単に概観

ることによって，人的資本の生産に対する外部効果

するメカニズムを明らかにする。次に，選好サイド

する。ここで取り上げられるのは前述のＣorneo and

her（1997）の研究である。彼らは資本蓄積に伴う

モデルを構築し，status preferenceの存在と経済成

研究の基本的アイデアを簡単なモデルを用いて解説

究は数多く存在しているが，それにもかかわらず，

れている。それは，ほとんどの研究は経済主体の同

分配の問題は始めから考慮の外にあるという点であ

共同研究に基づいている。

要　　約
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る。しかし，最近になって，この点を明示的にモデルに取り入れた分析が行われはじめ

た。

　第Ⅲ節ではこれらの研究を展望する。Ｔamura（1991）は，人的資本が生産性に対して正

の外部効果を持ち，経済主体の人的資本の初期値が異なっている状況を想定し，所得分配

が経時的にどのように変化していくのかを分析している。そこでは，初期の人的資本保有

量の格差が存在しても，すべての主体の所得水準が収束していくことが示されている。ま

た，Ｃorneo and Ｊeanne（1997b）Ｃole，Ｍailath and Ｐostlewaite（1992）は，異質な経

済主体が存在する経済を考え，相対的な人的（あるいは実物）資本蓄積が選好に対して与

える外部効果が，経済成長に対してどのような効果を持つのかを分析した。彼らは，効用

関数に直接status preferenceを導入するのではなく，一種のマッチング・ゲームを考え，

ゲームの一つの均衡としてstatus preferenceが生じることを示している。その上で，資産

分配の変化が貯蓄動機を変化させ，経済成長率に影響を与えることを示している。さら

に，Ｆreshman，Ｍurphy and Ｗeiss(1996)は，学習能力と初期（賃金以外の）所得に格差が

ある主体から構成される世代重複モデルを用いて，status preferenceの変化および初期所

得分布の変化が経済成長率にどのような影響を及ぼすのかを分析している。

　第Ⅳ節ではＣorneo and Ｊeanne（1997c）に従い，各個人の選好は，消費の水準と相対的な

資産保有量に依存していると仮定し，異質な経済主体から構成される簡単な内生成長モデ

ルを構築する。経済には無限に生きる経済主体が存在し，彼らの瞬時的効用関数，主観的

割引率，初期の人的資本ストックはタイプによって異なっているとする。この設定の下

で，１）status preferenceが充分強ければ，主観的割引率が相対的に低い主体の方が，経

済全体において大きな資産保有シェアを占めるような定常成長経路が存在することと，

２）あるタイプの主体の貯蓄動機の上昇（例えば主観的割引率の下落）は，経済全体の成

長率を下落させる場合がありうることが示される。

Ⅰ.はじめに

　経済成長過程において人的資本蓄積が大きな

役割を果たすことは，現在までに実証的にも広

く確認されているし，理論的にもＬucas（1988）

をはじめとして様々な研究で強調されている。

これらの研究で，しばしば指摘されるのは，人

的資本蓄積には外部効果が存在しているという

点である。多くの研究は人的資本が生産に対し

て正の外部効果をもつことが強調し，それが成

長の原動力にもなるし，同時に成長の罠の原因

にもなりうることを示している1)。この点は既

に多くのテキストやサーヴェイによって広く紹

介されている通りである。

　また，最近になって，様々な財の消費や資産

蓄積が経済主体の選好に対して持つ外部効果の

役割が注目されはじめている。もちろん，これ

らの外部効果は，経済学で無視されてきたわけ

１）　蓄積可能な人的資本と実物資本だけを投入要素として，ある部門の生産が行われている場合は，外部

　　効果が存在しなくても，持続的成長は可能である。この点については，例えばＭ i no（1996）を参照のこ

　　と。
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また，ケインズには次のような文章を見出せ

る4）。

ではない。例えば，ほとんどのミクロ経済学の

テキストには，顕示的消費に関するヴェブレン

効果についての議論が含まれている2)。しかし，

動学的なモデルでの分析はこれまでほとんどな

されてこなかったといえる。経済成長論の文脈

で ， こ の 問 題 を 正 面 か ら 取 り 上 げ た の が

Ｃorneo and Ｊeanne（1995 and 1997ａ）やＲusch-

er（1997）の研究である。彼らは，個々の経済

主体が他人との相対的な人的・物的資本保有量

から効用を得るような場合を考察し（s t a t u s

preference：社会的地位選好），社会的地位選

好の存在が経済成長に対してどのような効果を

持つのかを分析したのである。本稿では，これ

ら資本蓄積のもつ外部効果を取り上げた文献を

展望する。

　このような社会的地位選好の存在は，古くか

ら多くの論者によって強調されていた。実際，

アダム・スミス，ディヴィド・ヒューム，ジョ

ン・スチュアート・ミル，カール・マルクス，

ジョン・メイナード・ケインズ，ソースタイン

・ヴェブレン等々にそのような記述を容易に見

つけることができる。例えば，ヴェブレンは

『有閑階級の理論』の中で，つぎのように述べ

ている3)。

　如何なる社会でも，財貨が個々別々に保有

されているばあいには，あるひとは，自分が

つね日頃，同じ階級だと思っているほかのひ

とと同量の財貨の部分を所有することが，か

れの精神の平安のために必要である。そし

て，他人よりも多少とも多く所有すること

は，ひじょうにうれしく感じるであろう。

（中略）いかなるばあいも，現在の金銭的標

準をもってたえず新しい富の増加への出発点

たらしめるような傾向がある。そしてそれ

は，つぎに，新しい満足の標準なり，自分自

身の，隣人と比較しての新しい金銭的格づけ

なりを生み出す。

　さて確かに人間の欲求は飽くことを知らな

いようにみえる。しかし，その欲求は，二つ

の種類に分かれるー我々が仲間の人間の状態

の如何にかかわらず感じるという意味で，絶

対的な欲求と，その充足によって仲間たちの

上に立ち，優越感を与えられる場合にかぎっ

て感じるという意味での相対的欲求，この二

つである。第二の種類の必要，すなわち優越

の欲求を充たすような欲求は，実際に飽くこ

とを知らぬものであろう。

　このように，経済学においても選好が他人の

行動（あるいは社会環境）によって影響を受け

ることは，かつては広く認識されていたのであ

る。しかし，経済学の数理化の進展とともに，

このような公理化が難しい要素は，例外的研究

を別にして，ごく最近まで捨て去られることに

なってしまったのである5）。

　上記の古典的著作で強調されているのは，人

的資本よりも金融資産の相対的水準であるが，

社会学者を中心とする研究は，相対的人的資本

の重要性を実証的に明らかにしている。例え

ば，Ｄuncan（1961）は，社会的地位が，個人が

所属している職業の平均学歴と平均賃金の双方

に依存していることを示している。さらに，

Ｆeatherman and Ｓtevens（1982）は，Ｄuncan

の研究を受けて，平均賃金と教育水準のどちら

がより重要なのかを検討し，教育水準がもっと

も社会的地位の重要な要素であるという結果を

得ている。したがって，本稿では，第Ⅳ節を除

２）　ミクロ経済学のテキスト以外でも，例えば，Ｂasu（1993）の産業組織論のテキストで，soc ia l  s ta tusが

　　取り上げられている。

３）　小原敬士訳『有閑階級の理論』岩波文庫による。

４）　宮崎義一訳「わが孫たちの経済的可能性」（『ケインズ全集』第９巻，東洋経済新報社)による。

５）　例外的研究としては，例えばＨayakawa　and　Ｖenieris（1977）がある。
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き，社会的地位選好は相対的な人的資本水準に

よって決定されると想定することにしよう。ま

た，後に見るように，この定式化のミクロ的基

礎付けがすでに行われていることを指摘してお

こう。

　本稿の構成は以下の通りである。次節では，

先ず，Ｌucas等の生産サイドの外部効果に焦点

を合わせた研究を簡単に概観する。ここでは，

生産技術を簡単な形に特定化することによっ

て，人的資本蓄積が生産に対して持つ外部効果

が，持続的成長をもたらすメカニズムを明らか

にする。次いで経済主体の選好に対して人的資

本が持つ外部効果を扱った研究について概観す

る。ここで取り上げられるのはＣo r n e o  a n d

Ｊeanne（1995 and 1997a）やＲuscher（1997）の

研究である。彼らは資本蓄積に伴う s t a t u s

p r e f e r e n c eを考慮に入れた成長モデルを構築

し，status preferenceの存在が経済成長率に対

してどのような効果を持つかを分析している
6 )。本稿では，これらの研究のアイデアに沿っ

た簡単なモデルを用いて，社会的地位選好の存

在が経済成長率を上昇させる効果を持つことを

示す。

　これらの流れに属する研究は数多く存在して

いるが，それにもかかわらず，未だあまり分析

されていない経済学的に重要な問題が残されて

いる。それは，ほとんどの先行研究は経済主体

の同質性を仮定しており，所得分配・資産分配

の問題は始めから考慮の外にあるという点であ

る。しかし，最近になって，この点を明示的に

モデルに取り入れた分析が行われはじめた。第

Ⅲ節ではこれらの研究を紹介する。先ず，

Ｔamura（1991）のモデルを取り上げる。彼は，

人的資本が生産性に対して正の外部効果を持

ち，経済主体の人的資本の初期値が異なってい

る状況を想定し，所得分配が経時的にどのよう

に変化していくのかを分析している。そこで

は，すべての主体の所得水準が収束していくこ

とが示されている。我々は何故このような結果

が生じるのかを直感的に明らかにする。次に，

人的資本の選好に対する外部効果をこの文脈で

取り上げた，Ｃorneo and Ｊeanne（1997b）と

Ｃole，Ｍailath and Ｐostlewaite（1992）の研究を

解説する。彼らは，異質な経済主体が存在する

経済を考え，選好に対して相対的な人的（ある

いは実物）資本蓄積が与える外部効果が経済成

長に対してどのような効果を持つのかを分析し

て い る 。 彼 ら は ， 効 用 関 数 に 直 接 s t a t u s

preferenceを導入するのではなく，一種のマッ

チング・ゲームを考え，ゲームの一つの均衡と

してstatus preferenceが生じることを示してい

る。そのうえで，資産分配の変化が貯蓄動機を

変化させ，経済成長率に影響を与えることを示

している。さらに，Ｆresh m a n，Ｍurp hy  a n d

Ｗeiss（1996）は，学習能力と初期（賃金以外

の）所得に格差がある主体から構成される世代

重複モデルを用いて，status preferenceの変化

および初期所得分布の変化が経済成長率にどの

ような影響を及ぼすのかを分析している。

　第Ⅳ節では，Ｃomeo and Ｊeanne（1997c）に

従い，各個人の選好が相対的な資産保有量に

よって決定されると仮定し，異質な経済主体か

ら構成される簡単な内生成長モデルを構築する。

経済には無限に生きる経済主体が存在し，彼ら

の瞬時的効用関数，主観的割引率，初期の人的

資本ストックはタイプによって異なっている。

この設定の下で，以下の結果が示される。１）

status　preferenceが充分強ければ，主観的割引

率が小さいタイプの人的資本の方が，経済全体

において大きなシェアを占めるような定常成長

経路が存在する。２）あるタイプの貯蓄動機の

上昇（例えば主観的割引率の下落）は，経済全

６）　これに対し，消費のもつ外部効果に着目する研究も多い。例えばAbe l（ 1 990），Ga l i（ 1994 ），Ho f

　　（1997），Ｉkeda（1993，1995），Rausher（1997b）等を参照のこと。また，資本の絶対水準が効用をもたら

　　すことを強調する究研究もある。代表的な研究は，Gylfason（1993），Kruz（1968），Ono（1994） )やZou

　　（1995）等である。
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体の成長率を下落させる場合がありうる。ま

た，この節の最後に可能な拡張の方向について

も簡単に議論する。第Ⅴ節で，全体を要約し，

結論を述べる。

Ⅱ．同質的主体を仮定した先行研究

Ⅱ－１　生産に対する外部効果

　Ｌucas（1988）は，人的資本が生産性に対し

て持つ外部効果に着目した，今や古典ともいう

べき成長モデルを提示している。このモデルの

基本的なアイデアは，ある経済主体の生産性

は，平均的人的資本の水準が高い集団に属した

場合の方が，低い集団に属している時よりも高

くなるはずだというものである。例えば，ある

企業に属する労働者を考えた場合，周囲の労働

者の熟練度が高ければ，同僚を模倣することに

よって技術の習得も容易になるであろうし，日

常的な交流を通じて新技術も生まれ易いだろう

というわけである。大学に所属する研究者を考

えても同様である。同じ能力を持つ研究者で

あったとしても，同僚の平均人的資本の水準が

高い方が，よりすぐれた研究を行えるであろう。

なぜならば，新たな研究アイデアが浮かんだ時

には，その当否をめぐって同僚と即座に議論を

行うことができるし，他の研究分野の最新成果

を吸収することもできるからである。

　このようなアイデアは次の産関数で表すこと

ができる。

　Ｙ＝ＡＨｉ
α（H ）１－α

ここでＨｉは第ｉ主体の人的資本ストック， H は

この経済の平均人的資本ストックである。多く

の研究に従い，全ての個人は同質的であると仮

定すれば，均衡においては各主体の人的資本の

水準は平均水準に等しくなる。この事実を用い

ると，完全競争下では

(1)　γ＝αＡＨｉ
α－１H １－α＝αＡ

が成立する。ここでｒは人的資本に対する報酬

である。重要なことは，（1）式は人的資本蓄積

に対する報酬は，たとえ人的資本水準が無限に

増大しても下落しないことを意味しているとい

うことである。このため，どれだけ人的資本ス

トックを蓄積しても，さらに人的資本を蓄積す

る誘因が永続し，経済の持続的成長が可能にな

るのである7)。言い換えれば，人的資本蓄積に

伴う外部効果の存在は，経済の持続的成長の源

泉の一つになり得るのである。

Ⅱ－２　選好に対する外部効果

　つぎに，人的資本蓄積が経済主体の選好に対

してもつ外部効果に着目した成長モデルをとり

あげよう。この種の研究はここ数年間に数多く

現れているが，そのなかでも代表的な研究を紹

介することにする。

　Ｃorneo and Ｊeanne（1995 and 1997a）と

Ｒuscher（1997）は，社会的地位選好を考慮し

た内生成長モデルを考察している。彼らは，あ

る個人の効用水準は，その個人の保有する人的

資本を経済全体の平均と比較したときの相対的

な水準にも依存していることを強調し，このよ

うな選好をstatu s－se ek in gと呼ぶ。（本稿で

は，これを社会的地位選好と呼ぶことにしよ

う。）第１節でも述べたように，社会的地位選好

の存在はアダム・スミス，ディヴィド・ヒュー

ム，カール・マルクスらによって強調されてい

るし，おもに社会学者を中心とする研究によっ

て実証的にも存在が確認されている。彼らの研

究はこの流れにそって発展してきたといえよう。

７）　この資本の限界生産性に下限が存在するという性質が，ほとんどの内生成長モデルで決定的に重要な役

　 割を果たしている。この点については，例えば，Ｒomer（1996）や柴田（1993）を参照されたい。
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　さて，以下簡単なモデルを用いて議論しよう。

代表的主体の効用関数は

であるとする。ここでＣ，Ｈ， H ，ρはそれ

ぞれ，消費，人的資本，この経済全体の平均人

的資本の水準，主観的割引率を表している。こ

の定式化は，上述の，社会的地位が経済主体の

満足水準に影響を及ぼすという効果を取り入れ

たものである。このような定式化のミクロ的基

礎付けは，第Ⅲ節で見るように，Ｃole et al.

（1992）やＣorneo and Ｊeanne（1997）によって

与えられているので，本節でははじめからこの

効用関数の誘導形を採用することとにする。

　さて，以下では相対的な資本の水準を ，

Ｆershtman et al（1996）にしたがってstatus

（社会的地位）と呼ぶことにしよう。この社会

的地位選好の存在が以下の分析においては重要

な役割を果たすことになる。ただし，（2）のまま

では，議論の展開が難解になるので，さらに以

下の形に特定化しよう。

また，生産技術は

　　Ｙ＝ＡＨ

であるとする。この生産関数については第４節

でもう一度議論する。今，経済には同質な主体

しか存在しないので，主体間の貸借関係は一切

生じない。したがって，代表的経済主体の予算

制約式は，

(4)　Ｈ＝ＡＨ－Ｃ

と書くことができる。

　さて，市場均衡では，

　　Ｈ＝H
が成立していることに注意して，簡単な動学的

最大化問題を解けば，代表的経済主体の最適条

件として，修正されたオイラー方程式

を導出することができる。

　以下では，均斉成長径路に関心を限って分析

しよう。均斉成長径路が存在するならば，その

上では，すべての主体の人的資本と消費の成長

率が等しくなるが，この成長率をgで表すこと

にしよう。このとき，修正オイラー方程式は次

のように書き直される。

一方，総人口は１に正規化されているため，マ

クロの人的資本蓄積を表す動学方程式は(4)式で

与えられる。これを均斉成長径路上で書き直せ

ば，

となる。（6）式から消費・人的資本比率を求め

て，それを（5）式に代入すれば，均斉成長径路上

での経済成長率を表す式

を得ることができる。

　（7）式は，同質な経済主体からなる経済の期的

成長率の決定要因を示している。すなわち，実

質利子率，主観的割引率と社会的地位選好関数

の曲率である。実質利子率と主観的割引率は，

通常の内生成長モデルとまったく同じ効果を

もっており，利子率の上昇や主観的割引率の下

落は経済成長率を上昇させることがわかる。こ

れに対し，社会的選好関数の曲率は，このモデ

ルに特有の要素であり，ほとんどの先行研究に

は現れてこなかった。

　さて，それでは社会的地位選好の存在は経済

成長率にどのような影響を及ぼすのであろうか。

この点については，簡単な計算により，曲率が

大きくなれば長期的経済成長率は上昇すること

が確認できる。曲率の上昇は他人から差別化す

る時の限界効用が上昇したことを意味するの

で，社会的地位選好が強まったと解釈できる。

このため，社会的地位選好が強くなることは経

済成長を促進する効果を持つといえる。ただ

し，この結果はすべての経済主体が同質的であ

ると言う仮定に強く依存しており，経済を構成
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する主体が均質でないときには成立しないこと

に注意されたい。この点については第Ⅳ節で確

認する。なお，Ｃomeo and Ｊeanne（1997a）

は，ここで分析されたモデルとほぼ同じモデル

を用いて市場均衡の効率性を検討しているの

で，この節のモデルの効率性に関わる問題につ

いては，彼らの論文を参照されたい。

Ⅲ．経済主体の異質性

Ⅲ－１生産に対する外部効果

　今まで見てきたモデルは，すべて同質的な経

済主体を仮定していた。しかし，既に指摘した

通り，この設定では所得分配や資産分配などの

重要な問題がはじめから無視されてしまってい

る。これらの問題を扱うためには経済主体の異

質性を明示的にモデルに取り入れなければなら

ない。この意味で先駆的な研究がTamura（199

1）である。

　Ｔamuraは，選好と生産・投資技術は全く同

一であるが，人的資本ストックの初期保有量が

主体によって異なる経済を分析している。彼の

用いた投資技術関数は次のようなものである。

　　　 δ)(1 HAH j
t =+ ( )j

t
j

t IH １－δ

　ここで，Ｉは人的資本投資を表す。容易に理

解されるように，この定式化は，Ⅱ－１節で取

り上げた生産技術と基本的に同じアイデアによ

るものである。

　Ｔamuraは，この投資技術のもとでは，すべ

ての経済主体の所得水準が初期の人的資本ス

トック格差にも関わらず収束していくことを示

した。その理由を見るために，投資技術関数を

次のように書き直そう。

　　　 ( ) δ
δ

−

��
�

�
��
�

�
= 1j

t
j

t
j

t IH
iH

HAH

　この式は，大雑把にではあるが，平均以下の

人的資本保有者には外部効果が強く働き，平均

以上の保有者にはあまり働かないことを示して

いる。このため，平均以下の人的資本保有者の

蓄積スピードは，平均以上の保有者よりもはや

くなり，所得水準は収束していくことになるの

である。

　Ｔamu r aの研究は，経済主体の異質性を明示

的に取り入れたという点で，非常に興味深いも

のである。しかし，Ｔamur aの扱っている異質

性は初期の人的資本保有量に関してのもののみ

であり，技術や選好そのものの異質性は考えら

れていない８）。

Ⅲ－２選好に対する外部効果

(i)Ｃorneo and Ｊeanneモデル

　Ｃomeo and Ｊeanne（1997b）やＣole，Ｍailath

and Ｐostlewaite（1992）は，経済主体の同質性

の仮定を外し，一種のマッチング・ゲームを考

えることにより，経済主体は本来社会的地位に

はなんら関心が無いにもかかわらず，ゲームの

均衡として社会的地位選好が生じ得ることを示

している。どちらのモデルもほぼ同様の構造を

もっているので，ここでは，取り扱いのやさし

いＣorneo and Ｊeanne（1997）のモデルを紹介す

ることにしよう。

　彼らのモデルの設定は極端なものであるが，

ここでは，原論文に沿ってモデルを描写するこ

とにする。タイプＡとタイプＢの２種類の主体

が存在している経済を考えよう。何れの主体も

２期間生存する。タイプＡの主体は若年期に働

８）　Ｂ enabou（ 1996 ）は，Ｔ amu r aのモデルに生産技術の異質性を導入した分析を行っている。また，

　　Ｚiesemer（1995）も参照せよ。
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の形に特定化される。

　タイプＡとＢの主体は，それぞれ二人づつ，

計４人で，一つの場所で確率的に出会うとしよ

う。そこでは，全ての主体はタイプＡの保有し

ている人的資本を観察でき，タイプＡとタイプ

Ｂの組み合せが決定される。ここで，先ほど述

べたように，タイプＡの主体には，人的資本水

準が高い主体と低い主体が存在している。ある

タイプＡの主体と，同じ場所に居合わせたもう

一人のタイプＡの主体が，等しい水準の人的資

本を保有している確率をσとしよう。σはある

集団における資産分配を表す尺度と見倣すこと

ができる。例えば，σが１ならば完全平等を，

σがゼロならば不平等を表している。また，σ

は社会の階層化の度合いを表しているとも解釈

き，賃金所得を獲得し，消費と人的資本の蓄積

をおこなう。タイプＡの主体には人的資本獲得

能力の差が存在し，その結果，人的資本水準が

高い主体と，低い主体が存在している。彼らは

老年期には，若年期に蓄積した人的資本を用い

て生産を行うと同時に，タイプＢの主体と確率

的に出会い，マッチングの結果，ペアが成立し

た場合は共同事業を行う。タイプＡの主体の効

用は

で表される。ここで，ｍはペアを組んだタイプ

Ｂの主体との相性を表している。タイプＡの主

体にとっては，タイプＢの主体は二つに分類さ

れる。あるクラスのＢとのペアは一定の収益

（ｍ）を生むが，もう一方のＢは何も収益

（０）を生まない。一方，タイプＢの主体は，

老年期の共同事業からのみ効用を得るが，ペア

を組むタイプＡの特性によって満足度は異なっ

ている。タイプＡの主体の特性は長さ１の円周

上に一様に分布しており，タイプＢの主体はそ

の円周上の一点に特定の選好を持つ。それ以外

の特性に対する効用は，その特定の選好点か

ら，距離δが大きくなるにしたがって減少して

いく。以上の性質を表すために，タイプＢの主

体の効用関数は

　　
δ

2cV =

できる。なぜなら，σが1の時は，異なる水準

の人的資本を保有する主体は，決して同じ集団

に属していないからであり，逆にσが2分の 1

の時には，完全に階層間移動が自由であり，階

層化が全く存在していない場合と考えられる。

また，全ての集団には，マッチングが実現した

時，タイプＡの主体に対してｍの収益を生むタ

イプＢの主体が一人，ゼロの収益を生むタイプ

Ｂの主体一人，必ず存在しているとする。以下

では，議論を簡単にするため，

　　　 1
2
1 ≤≤ δ

の場合に関心を限ることにしよう。

それでは，このモデルの均衡ではどのようなこ

とが生じるのであろうか。Ｃornneo and Ｊeann-

e（1997b）は，１）人的資本保有水準にかかわ

らず，タイプＡの主体の貯蓄は，Ｂとのマッチ

ングを考えない場合と比べると，必ず高い水準

にあること，２）タイプＡの主体の貯蓄は，σ

の増加関数であることを証明している。

　では何故このような結果が生じたのか考察し

よう。そのために均衡ではどのようにマッチン

グが決定されるのかを確認しておく必要がある。

重要なポイントは，あるグループを考えた場

合，マッチングを決定するのは必ずタイプＢの

主体であるということにある。なぜなら，タイ

プＡの主体は，人的資本の保有水準によらず，

Ｂタイプの中で同じ個体を選好するからである。

したがって，最終的にマッチングを決定するの

は，マッチングからｍの収益を生じさせるタイ

プＢの主体である。この主体は，自分の選好と

共同事業から得られる消費水準を考慮に入れ

て，パートナーの決定を行う。タイプＡの主体

は，このＢタイプの主体と共同事業を行わなけ

れば収益を得ることができないので，望ましい

パートナーを獲得するためには，若年期に貯蓄

し，老年期の消費水準を高めなければならない

のである。このために，貯蓄率は上昇すること

になったのである。次に，σが上昇した場合を

みてみる。σの上昇は，タイプＡの主体にとっ

ては，老年期に属する集団に自分と同じ人的資

本を保有した競争相手がいる確率が高くなるこ
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とを意味する。したがって，望ましいパートー

ナーを獲得するために，老年期に騎ける人的資

本保有量を増加させるインセンティヴが働き，

貯 蓄 率 を 高 め る 効 果 を も つ の で あ る 。

　以上の分析は容易に成長モデルに拡張できる。

実際Ｃorneo and Ｊeanneは，Ｒomerタイプの

生産関数を導入し，上記の貯蓄率についての分

析を，ほぼそのままの形で経済成長率に対する

分析に読み替えることができることを示してい

る。

(ⅱ)Ｆershtman，Ｍurphy and Ｗeissモデル

　次に，所得水準と人的資本蓄積能力の格差を

考慮したＦershtman．Ｍurphy and Ｗeiss（199

6）のモデルを簡単に紹介しよう。経済主体は

2期間生存し，若年期には働くか，教育を受け

て人的資本を蓄積するかを選択する。また，若

年期には，ｙだけのnon-wage income（初期

所得）を付与されているが，主体によってこの

水準は異なっている。この違いをθでインデッ

クス化しておこう（θが大きほど初期所得が大

きいとする）。若年期に教育を受けた場合は，

若年期の労働所得を犠牲にする代わりに，老年

期に経営者（ｍ）として高い所得を得ることが

できる。一方，若年期に働くことを選択した場

合は，老年期も労働者（ｌ）として働き，低い

賃金を受け取る。また，経営者，労働者は異な

る社会的地位をもたらし，その結果，その社会

的地位は異なる効用を生み出す。

　簡単化のため，各経済主体の効用水準は次の

ような関数によって表されるとしよう。

　　Ｕ＝ｓＰ

ここで，Ｐは生涯所得の割り引き現在価値であ

り，Ｓは社会的地位である。社会的地位は，今

まで見てきたモデルと同様相対的な人的資本

水準で決まると仮定される。すなわち，ｊを選

択した場合のstatusは

であると仮定する。Ｈ ｊ，Ｎ ｊ ，Ａはそれぞれ， jに

９）　詳しくは原論文を参照されたい。

属する主体の集計人的資本，jに属する主体の

人数，経済全体の技術水準である。δは社会的

地位選好の程度を表すパラメータである。

　人的資本獲得能力は主体によって異なり，そ

の能力を指標μで表す。能力μの主体が教育を

受けた場合は，老年期の人的資本は

となる。さらに，この新たに蓄積された人的資

本は，次期における経済全体の技術水準を上昇

さぜる効果を持つとしよう。それに対し，若年

期に働くことを選択した場合は，

である。この設定の下では，経営者の人的資本

水準の方が常に高いのであるから，経営者の

statusの方が労働者より必ず高くなることは容

易に理解されるだろう。

　さて，以上でモデルの基本的な設定について

の説明は終わりである。設定から容易に推測さ

れるように，このモデルでもっとも重要なの

は，若年世代が，働くか教育を受けるかをどの

ように決定するかという点である。若年世代

は，初期所得と学習能力の二点で異なっている

のだから，これらの要素の違いが，意思決定の

差をもたらすことになる。ここで，縦軸に学習

能力，横軸に初期所得をとった図を描こう。図

１の四角で囲まれた領域がθとμの分布を表し

ている。直感的に言って，学習能力が高い主体

は，初期所得が小さくても人的資本投資を行う

であろうし，初期所得の高い主体は，学習能力

が低くても高いstatusを求めて教育投資を行う

であろう。実際この推測は正しく，若年世代

の意思決定は図１のμ(θ)線を用いて表すこ

とができる9)。つまり，ある主体の初期所得と

学習能力が，μ(θ)線の下方に位置する場合

は，若年期に働くことを選択し，上方に位置す

る場合は，教育を受けて人的資本を蓄積するこ

とを選択するのである。

では，経済成長率はどのように決定されるので

あろうか。大雑把に言えば，技術進歩をもたら
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の場合，μ（θ）線は時計まわりに回転するこ

とを示すことができる1 1 )。にこの状況が描かれ

ている。この図から明らかなように，statusへ

の社会的関心が高まると，人的資本蓄積能力は

低いが，初期所得の高い主体が，能力は高いが

初期所得の低い主体を経営者のプールからクラ

ウド・アウトしてしまうのである。この結果，

社会全体の技術進歩率は低下し，経済成長率は

下落してしまうことになる。

図2

すのは，経営者の人的資本蓄積であるから，若

年期に教育を受け経営者を選択する主体の数が

多いほど成長率は高くなるはずである。しか

し，注意すべきなのは，人的資本獲得能力には

個人差があるという点である。このため，経営

者の人数が同じならば，μの大きな人の占める

比率が高ければ高いほど経済成長率は高くなる

のである。つまり，経済成長の観点からすれ

ば，どのような主体が人的資本蓄積を行うかが

極めて重要なのである。もちろん，これは成長

率についての話であり，高い成長率が社会的に

望ましいことなのかどうかについては，明確な

ことは言えない10）。

　では，statusに対する社会の関心が高まった

場合（δが大きくなった場合）には，何が生じ

るであろうか。この問いに対する解答は，生産

技術の形状に依存しており，一般的には結果は

確定しない。しかし，生産技術が労働者と経営

者という二つの投入要素についてレオンチェフ

型である場合は，興味深い結果が得られる。こ

　また，このモデルを用いて，初期の所得分配

を平等化した場合の効果も分析可能である。こ

のモデルの中では，初期所得を平等化する再分

配政策は，学習能力が低いにもかかわらず初期

所得が高いため，statusを求めて経営者を選択

する主体の数を減少させる効果をもつ。した

がって，学習能力の高い主体が人的資本蓄積を

行うことになり，その結果，経済成長率を上昇

させる効果を持つことになるのである。

１０）　成長率が高ければ，後の世代の生涯所得は上昇するので，ある世代以降の経済厚生は必ず改善される。

　　　しかし，それ以前の世代については効果は不明である。

１１)　詳しくは原論文を参照のこと。

図１

図２
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　この節で概観したモデルはいずれも非常に興

味深いものであるといえるが，モデルの構造が

複雑なため扱いにくいという難点をもっている。

そこで，次節ではより扱い易く応用可能性の高

いモデルを構築することにする。

Ⅳ．簡単化モデル

Ⅳ－１　生産技術

　ここでは，前節で概観した研究と同じ観点か

ら，簡単な動学モデルを構築しよう。経済には

工種類の経済主体が存在しており，それぞれの

タイプは無数に存在しているとしよう。総人口

は簡単化のため１に正規化しておくことにする。

生産は，物的資本Ｋと人的資本Ｈを投入して行

われるとする。すなわち，生産関数は次のよう

に与えられるとする。

(8)　Ｙ＝Ｆ（Ｋ，Ｈ）

この生産関数は収穫一定であり，稲田条件もす

べて満たしているとしよう。この時，生産関数

は一次同次性を用いて

　　Ｙ＝Ｆ（Ｋ/Ｈ，１）Ｈ＝ｆ(Ｋ/Ｈ)Ｈ

と書き直すことができる。ここで，Ｂarro and

Ｓala-i-Ｍartin（1995，p.145）と同様，生産

物は消費物的資本蓄積，人的資本蓄積のいず

れにも用いることができるとすると，完全競争

の仮定の下では，物的資本の限界生産性と人的

資本の限界生産性は等しくなる。したがって，

次式が成立する。

　ｆ’(Ｋ/Ｈ)＝ｆ（Ｋ/Ｈ)-ｆ’(Ｋ/Ｈ)(Ｋ/Ｈ)

この式から，Ｋ／Ｈは一意に決定されてしまう

から，この値を（８）に代入すれぱ，生産関数は結

局，２－２節で用いられた生産関数と同じ形の

（９）　Ｙ＝ A Ｈ
に帰着される。以下の分析では，この式を生産

関数として用いることにする。

Ⅳ－２　消費者行動

　以下では，第i経済主体の効用関数は

であるとする。ここで，Ｃｉ，Ｗｉ，Ｗはそれぞれ，主

体iの消費，主体iの総資産(=人的資本+金融資

産)，この経済全体の平均総資の水準を表して

いる。ここでは議論を簡単化するため，前節ま

でとは異なり，社会的地位選好は相対的な総資

産保有額に依存すると仮定している。なお，この

定式化のﾐｸﾛ的基礎付けは，Ｃornea and Ｊeanne

(1997c)で議論されているので，この文献も参

照されたい。前節までと同様に，相対的総資産

の変わりに相対的人的資本を効用関数に導入す

ることも（追加的仮定の下で）可能であるが，

基本的なインプリケーションはいずれの場合で

も大きく変わらない。

　さて，２－２節同様，効用関数を次のように

特定化しよう。

この主体の予算制約式は，消費財の単位を適当

に取り直すことにより

（12）　
．

W ｉ＝Ｈｉ＋Ｆｉ＝Ａ(Ｈｉ＋Ｆｉ)－Ｃｉ＝ＡＷｉ－Ｃｉ

と書くことができる。ここで，Ｆは金融資産

を，Ｗは総資産額を表している。したがって，

この経済主体の行動は，制約式(12)の下で目的関

数(11)を最大にするという問題に集約されること

になる。この問題は通常の動学的最適化の手法

を用いれば解くことができるので，最適のため

の必要十分条件の導出過程は省略し，結果だけ

を述べることにしよう。なお，詳細な導出過程

に関心のある読者はＦutagami and Ｓhibata（19

97）を参照されたい。

　この経済主体の最適条件は，横断面条件と次

の修正オイラー方程式
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の二つにまとめることができる。ここで右辺第

三項の存在（社会的地位選好の存在）が後の分

析で重要な役割を果たすことになる。例えば，

均斉成長径路を考えれば，左辺第二項は消えて

しまうため，同質的な主体を想定したⅡ－２節

での分析と同様に，消費の成長率（＝経済成長

率)は，実質利子率Ａ主観的割引率と社会的

地位選好の度合いを表す項の三要素によって決

定されれることが推測されよう。すなわち，こ

の場合も相対的人的資本（あるいは相対的総資

産）に関する社会の関心度は長期的な経済成長

率を決定する大きな要素の一つになりうるので

ある。とはいえ，右辺第三項は，消費・総資産

比率および相対的資産水準にも依存しているの

で，社会的地位選好の存在が経済成長にどのよ

うな影響を及ぼすのかについて分析するために

は，モデルの一般均衡を解かなければならな

い。

Ⅳ－３　市場均衡

　次に財市場均衡条件と資産市場均衡を考えよ

う。資産市場均衡条件は，経済主体間の金融資

産貸借は集計すればゼロになるので

　　ΣＷｉ＝ΣＨｉ＝Ｈ

で与えられる。一方，財市場の均衡条件は

　　Ｈ＝ＡＨ－ΣＣｉ

である。

Ⅳ－４　均斉成長径路：

　さて，我々のモデルの均斉成長経路を分析し

よう。記述の簡潔化のために新しいノーテー

ションを導入する。すなわち，

　　 WWii /=ε
　　 HCx ii /=
と定義する。

　均斉成長径路上における第ｊ経済主体の最適

条件は，(13)式から次のように表すことができる。

一方，定義により以下の２式も成立する。

　もし，経済主体のタイプが二つしかないなら

ば，均斉成長均衡の決定を図を用いて分析する

ことができる。そこで以下では，Ｎ＝２を仮定

し，図を用いて議論しよう。なお，我々のモデ

ルが安定的であるための十分条件は

で与えられることを示すことができるので，以

下ではこの条件が満たされている場合だけを扱

う。この点の証明についてはＦutagami and

Ｓhibata（1997）を参照されたい。

　(1 4 )と ( 16 )から，ｘを消去すると，ｇはεの関数

として表すことができる。

ここで，我々は経済的に意味のある解を得るた

めに

を仮定する。さて，横軸にε，縦軸にｇをと

り，εの和が１になることを考慮して，この二

本の式を描いたのが図３と４である。なお，ｇ

はεに関する単調関数であると仮定してこれら

の図は描かれている。図から容易に理解される

ように，均斉成長径路における資産分配は二本

の曲線の交点によって決定される。

Ⅳ－５　資産分配の決定

　以下，一般性を失うこと無く，ρ１＞ρ2を仮

定する。先ず，ベンチマークとして(18)式で，仮

に社会的地位選好が存在しない場合を考えてみ

よう。すなわち，β＝０としてみよう。この

時，直ちにわかるように，(18)式はεに依存しな

い定数になり，ｇ(ε)は水平線になる。この

時，二つの直線は交点を持たず，その結果，均

斉成長径路上では，主観的割引率が小さいタイ
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図３

プ１主体が経済全体の総資産をすべて保有す

ることを容易に示すことができる。これは，

Ｒamseyモデルを用いたＢecker（1980）や

Ｂlanchard and Ｆischer（1989）の結果を再確認

するものである。

　しかし，社会的地位選好が存在する場合は，

この結果は修正されることになる。ここで，大

きな役割を果たすのがV関数の弾力性Ｖ'(ε)

ε/V(ε)である。g(ε)式から明らかなよう

に，社会的地位選好を表す関数Ｖの弾力性の大

小によっても，２本のｇ(ε)式の相対的位置関

係は変化することになる。すなわち，Ｖの弾力

性が大きくなると，g (ε )式は下方ヘシフト

し，弾力性が小さくなった場合は上方にシフト

する。また，βがゼロでない時，適当な条件の

下で，これら二本の曲線は交点を持つことを容

易に示すことができる。

　さて，図３と４を見れば，直ちに理解される

ように，社会的地位選好が存在するときは，主

観的割引率が主体間で異なったとしても，均斉

成長径路で両タイプの主体ともに正のシェアの

資産を保有しうるのである。これは，標準的な

成長モデルと大きく異なった結果である。ま

た，上述の議論から容易に理解されるように，

図４
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図６

図７

図５
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タイプ１の主体の主観的割引率がタイプ２より

も大きい場合でも，タイプ１の社会的地位選好

の度合いが十分強ければ，タイプ１の方が長期

的により大きなシェアの資産を保有することも

ありうるのである。

Ⅳ－６　社会的地位選好の変化と経済成長

　次にとの経済において，いずれかのタイプの

経済主体の人的資本・資産蓄積動機が上昇した

場合の経済成長への効果を分析しよう。すなわ

ち，主観的割引率の下落もしくは社会的地位選

好の増大が長期的な経済成長率をどう変化させ

るかを考察しよう。いずれの場合も，これらの

変化は(11)式を上方ヘシフトさせることが容易に

理解されよう。図５，６，７はこのシフトを描

いている。図５と図７では，あるタイプの社会

的地位選好が強まったとき，彼らの資産シェア

は増大し，経済全体の経済成長率が上昇する場

合が描かれている。それに対して，図６は社会

的地位選好の増大あるいは主観的割引率の下落

が，その主体の資産シェアを減少させ，さらに

は経済全体の成長率を下落させてしまう場合を

描いている。これは非常にパラドキシカルな結

果と言える。あるタイプの主体の資本蓄積動機

を増したのにも関わらず，均衡ではマクロの貯

蓄は減少してしまうのである。これは，学部レ

ベルのマクロ経済学で有名な，貯蓄のパラドッ

クスや合成の誤謬と呼ばれる現象によく似てお

り，興味深い結果である。ただし，本稿での結

果は，合理的経済主体，完全予見，競争均衡の

仮定の下で得られていることを強調しておきた

い。

二国モデルを考えた場合，Ⅲ－６節における一

方の主体の主観的割引率の下落は，ある国の居

住地国原則による資本所得税率の上昇と解釈す

ることができる12)。Ⅲ－６節での結果は，この

解釈の場合には，居住地国原則の資本課税は，

経済成長率を下落させるという良く知られた結

論とは異なり，成長率を上昇させる場合がある

ことを意味している。また，本稿での経済主体

間の相互依存関係を，動学ゲームとして分析す

ることも考えられる。この場合には，微分ゲー

ムや差分ゲームとして，本稿のモデルを再定式

化し，資本蓄積の戦略的側面を明示的に扱うこ

とが可能になるだろう。例えば，本稿での相対

的人的資本水準を，van der Ｐloeg and de

Ｚeeuw（1990）のように，軍事施設等の準国際

公共財の相対水準と解釈することも可能である

し，井堀（1991）の国際準公共財についての分

析を動学化することもできるだろう。

　また，Ｃorneo and Ｊeanne（1997c）は，我々

のモデルに類似したモデルを，よりミクロ的段

階から構築している。彼らは，他の経済主体の

資産水準を完全には観察できず，ノイズを含ん

だ情報しか利用できない場合を分析している。

彼らのモデルにおいても，ここで得られた結果

が成立するかどうかを確認することも興味深い

テーマであろう。これらは将来の研究課題とし

て残されている。

Ⅳ－７　拡張の方向

本稿の議論はいくつかの方向に拡張可能であ

る。例えば，本稿のモデルは，閉鎖経済におけ

る主体間の相互依存関係を分析していたが，こ

の分析を国際間の政府あるいは民間の相互依存

関係に応用することも可能であろう。例えば，

12）　国際資本課税については，岩本（1991）や柴田（1994）を参照のこと。
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Ⅴ．おわりに

　本稿では，人的資本，物的資本あるいは資産

の蓄積に伴う外部効果が，長期的な経済成長に

対してどのような役割を果たしているのかを概

観した。これらの外部効果は，生産サイドで

は，人的・部的資本の限界生産性を上昇させる

（あるいは下落を打ち消す）ことにより，持続

的な経済成長を可能にし，選好サイドでは社会

的地位選好への影響を通じて経済成長へ様々な

影響を及ぼすのである。本稿で見たように，社

会的地位の導入は，所得・資産分配が経済成長

に対して影響を与える新たなルートを明らかに

する。これまでも，所得分配・資産分配と経済

成長の関係は研究されてきてはいるが，所得分

配・資産分配の変化が経済主体の選好を内生的

に変化させ，そのために経済成長に影響を与え

るという点はあまり分析されていなかったので

ある。

　この系譜に属する研究はまだ始められたばか

りであり，今後の研究が期待される分野である。

また，社会的地位選好の現実的重要性に関して

は，社会学者を中心とする実証研究が存在して

はいるものの，それらは経済成長に対する影響

を分析するという目的で行われたわけではない

ため，より多くの実証的研究も必要であろう。

今後，このような研究が行われることに期待し

たい。
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